
 13.　市　民　経　済　計　算

対 前 年 度 23 年 度

22　年　度 23　年　度 増加率（％） 構成比（％）

116,802 135,493 16.0 100.0

7,859 9,430 20.0 7.0

7,844 9,415 20.0 6.9

12 12 0.0 0.0

3 3 0.0 0.0

33,962 49,474 45.7 36.5

16 12 △ 25.0 0.0

24,683 41,526 68.2 30.6

9,263 7,936 △ 14.3 5.9

74,364 75,673 1.8 55.9

2,679 2,539 △ 5.2 1.9

14,540 15,655 7.7 11.6

2,611 2,628 0.7 1.9

18,502 18,587 0.5 13.7

6,065 5,468 △ 9.8 4.0

2,163 2,168 0.2 1.6

15,727 16,176 2.9 11.9

9,561 9,691 1.4 7.2

2,516 2,761 9.7 2.0

※平成22年度の数値については、遡及改訂しています。 資料：新潟県市町村民経済計算

対 家 計 民 間 非 営 利
サ ー ビ ス 生 産 者

不 動 産 業

金 融 ・ 保 険 業

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

運 輸 業

サ ー ビ ス 業

1３-１　産業別市内総生産

区　　　　　分

総　　　　　　　額

第 １ 次 産 業

実　　額　　（百万円）

情 報 通 信 業

水 産 業

林 業

卸 売 ・ 小 売 業

鉱 業

建 設 業

第 ２ 次 産 業

農 業

製 造 業

第 ３ 次 産 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 料
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１３-２　市民所得（分配）

対 前 年 度 23 年 度

22　年　度 23　年　度 増加率（％） 構成比（％）

95,920 98,312 2.5 100.0

68,346 69,444 1.6 70.6

5,047 5,058 0.2 5.1

△ 1,154 △ 1,290 11.8 △ 1.3

6,078 6,256 2.9 6.4

123 92 △ 25.2 0.09

22,527 23,810 5.7 24.2

9,649 11,251 16.6 11.4

101 156 54.5 0.2

12,777 12,403 △ 2.9 12.6

2,291 2,364 3.2 －

3,763 3,844 2.2 －
※平成22年度の数値については、遡及改訂しています。 資料：新潟県市町村民経済計算

対県民所得 対国民所得

　　市民所得（見附 県民所得 国民所得 （％） （％）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） Ａ／Ｂ Ａ／Ｃ

2,491 2,785 2,978 89.4 83.6

2,306 2,651 2,773 87.0 83.2

2,214 2,577 2,689 85.9 82.3

2,291 2,657 2,752 86.2 83.2

2,364 2,668 2,715 88.6 87.1
※平成22年度以前の数値については、遡及改訂しています。 資料：新潟県市町村民経済計算

一人当たりの所得の比較
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年　　　度

１３-３　一人当たり所得
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21

総額は増加しています。

実　　額　　(百万円）

財 産 所 得

区　　　　　分
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市 民 経 済 計 算 の 概 念

　れ、分配された所得は消費や投資として支出され、これがさらに生産を呼び起こします。

　み推計しています。生産と分配の関係を図示すると次のとおりです。

―市民経済計算の生産と分配の相互関係―

　　　市民経済計算では内概念（属地主義）と民概念（属人主義）の二つの概念があります。

　　に、民間法人企業所得、公的企業所得、一般政府の財産所得などが含まれていることか
　　ら、一人当たり市民所得は、市全体の経済水準を表す一つの指標であって、個人の所得
　　水準を表すものではありません。

　　　市民所得（分配）には、個人に分配される所得（雇用者報酬、財産所得など）のほか

    で、算出額から中間投入を控除したものにあたります。

市 内 産 出 額

市 内 総 生 産
（ 市 場 価 格表 示）

市 内 純 生 産
（ 市 場 価 格 表 示 ）

２　市民経済計算の生産と分配の概念及び内容
　（１）内概念と民概念

　　もので、雇用者報酬、財産所得、企業所得から構成されます。

雇用者報酬
財産
所得

　　するもので、市町村民所得（分配）は民概念で推計されます。

固定資本
減耗

生産・輸入品に課される
税、(控除)補助金

市内総生産

市内純生産
（市場価格表示）

中間投入額

企業所得

　　　内概念は、市という行政区域内で生み出された付加価値を、その生産に携わった者の
　　移住地を問わず把握するものであり、市民総生産は内概念で推計されます。

3

　　ィ　一人当たり雇用者報酬＝雇用者報酬÷雇用者数（市民ベース）

市 民 純 生 産

市民所得(分配)

　　　統計表中の関連指標は次により算出したものです。

　（３）市民所得（分配）
　　　生産活動によって新たに生み出された付加価値が、その生産活動に労働、資本等の生
　　産要素を提供した市内の居住者（法人も含む。）にどのように分配されるかを把握した

　（４）関連指標

    　民概念は、市町村の居住者が生み出した付加価値をその生産活動の地域を問わず把握

4

5

　（５）一人当たり市民所得

　（２）市内総生産
　　　一年度間に市内の各経済部門の生産活動によって新たに生み出された付加価値を、産
　　業、政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者の経済主体別に示したもの

　　ァ　一人当たり市民所得＝市民所得（分配）÷市の総人口

市外からの所得（純）

　　このように経済活動は生産、分配、支出という循環を繰り返していますが、これらは同

市内純生産
（要素費用表示）

: 市民経済計算で表章した部分

1

　一の付加価値を異なる面からとらえらものであり、概念上一致するものです。（三面等価
　の原則）
　　市民経済計算では、資料上の制約から、生産、分配、支出のうち、生産と分配の二面の

2

１　市民経済計算とは
　　市民経済計算とは、市という行政区域を単位として、一年度間に経済活動によって生み
　出された付加価値を貨幣価値で評価したものです。
　　経済活動によって生み出された付加価値は、その生産に参加した人や企業などに分配さ
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